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１．序論 

気候変動問題に対し，国際社会はパリ協定のもと，産業革

命前からの気温上昇を 1.5 度に抑える目標を掲げた．その

ため，あらゆる産業において，脱炭素という制約条件を前

提とした最適化が不可欠となっている．中でも，再生可能

エネルギーの導入拡大や化石燃料からの脱却，エネルギー

利用効率の抜本的改善は世界的な急務である．とりわけ自

動車産業に対しては，走行時の CO2 排出のみならず，製造

から廃棄・リサイクルに至るライフサイクル全体を見据え

た排出削減が強く要請されている． 

企業の自主的な取り組みを加速させるため，各国政府は強

力な経済的インセンティブと規制の枠組みを導入し始めて

いる．その代表例が，欧州連合による炭素国境調整メカニ

ズム（CBAM：Carbon Border Adjustment Mechanism）である．

CBAM は，気候変動対策が不十分な国からの輸入品に対し

て，その製造時に排出された炭素量に応じた課徴金を課す

制度であり，事実上の炭素関税として機能する．この制度

の核心は，排出規制の緩い国へ生産拠点が移転する炭素リ

ーケージを防止し，公平な競争条件を確保することにある．

本論文において特に留意すべき点は，CBAM の規制対象物

質が炭素や温室効果ガス（メタン，フロンなど）ではなく，

CO2 として定義されている点である 1)． また，日本国内に

おいても，グリーントランスフォーメーション（GX）を実

現するための排出量取引制度（GX-ETS）の導入が進められ

ている．GX-ETS は，GX リーグに参加している企業に排出

枠を割り当て，超過分や削減分を市場で取引させることで，

社会全体での削減費用を最小化しようとするメカニズムで

ある．ここでも対象となるのは CO2 であり，企業は Scope 

1 および Scope 2 を正確に算定し，第三者検証に耐えうるデ

ータを提示する義務を負うことになる 2)． 

自動車産業は，極めて広範なサプライチェーンを持つ産業

であり，CBAM や GX-ETS の影響を多層的に受けることに

なる． CBAMやGX-ETSが本格運用される局面において，

日本の基幹産業たる自動車業界の対応は急務である． しか

し，既存の自動車産業に関する研究を概観すると，内燃機

関車と EV の比較 3)や産業連関表等によるマクロ分析 4)が

主流である．これらは国レベルの政策には有用だが，特定

の工場での改善評価や，規制が要求する製品単位の具体的

データの提示には不十分であり，製造現場の視点に基づく

CO2 算定の研究は著しく不足している．そこで本論文は車

体製造段階に限定し，一般的な日本の自動車工場における

CO2 排出原単位を算出する．本論文における CO2 排出原単

位は、車体製造工程における自動車 1 台当たりの CO2 排出

量と定義する．分析対象からエンジンや部品製造を除外す

る理由は 2 つある．第一に，電動化により，内燃機関はモ

ーターとバッテリーに置き換わる過渡期にある．エンジン

製造工程を含めた分析は，将来予測としての普遍性を失い
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つつある．一方で，車体の製造は，動力源が何であれ自動

車が存在する限り不可欠な工程である．第二に，GX-ETS の

初期段階において，車体製造工場が直接管理可能な Scope 

1, 2 の排出源として，自社組立工場内のエネルギー消費が

最も明確なターゲットとなるからである．バッテリーやタ

イヤ，電子部品はサプライヤーからの調達となるケースが

多いが，ボディのプレス・溶接・塗装・組立は車体製造工

場として内製化率が高く，自社の努力で排出削減を実現で

きる領域である 5)． 

本論文は CO2 排出原単位の評価を通じて，車体製造工程に

おける CO2 排出構造を解明することを主たる目的とする．

具体的には，以下の 3 点に焦点を当てる．1 つ目は，排出

構造の可視化である．自動車 1 台当たりの製造に必要なエ

ネルギーを Scope 別に算出し，その量的関係を明らかにす

る．2 つ目は，削減ポテンシャルの特定である．主要な排

出源を特定し，プロセス改善等が排出量に与える影響を分

析することで，製造工程における削減ポテンシャルを明ら

かにする．3 つ目は，CO2排出削減戦略の示唆である．CBAM

や GX-ETS といった政策動向を踏まえ，算出されたデータ

が企業のCO2削減計画にどのような意味を持つのかを考察

する． 

 

２．手法 

2.1 対象工場 

本論文における分析対象は，「車体製造段階」に限定する．

具体的には，鋼板を金型で加圧し車体部品を成形する「プ

レス」，成形された部品を接合し骨格を形成する「溶接」，

防錆や美観向上の処理を行う「塗装」，および部品の「組立」，

最終的な「検査・出荷」の 5 工程を対象とする． 

一方で，エンジン製造段階における，鋳造・鍛造・機械加

工・熱処理・エンジン組立・検査の各工程及び，部品製造

段階に含まれるプレス・鋳造・鍛造・機械加工・熱処理・

樹脂成型・表面処理・塗装については本論文の分析対象か

らは除外する． 

このパワートレイン製造を含まない境界設定は，本論文の

特徴的な点である．近年増加傾向にある EV は，走行時

（Scope3）の CO2 排出量が少ない反面，エンジン製造工程

において内燃機関車よりも多くの CO2 を排出する 6)．した

がって，車体製造という普遍的な製造プロセスのみ焦点を

当てることで，パワートレインの種類に依存しない，車体

製造の基礎的なCO2排出ベースラインを確立することが可

能となる． 

2.2 調査データ 

一般的な車体製造工場の夏期（7 月），冬期（2 月），中間期

（10 月）におけるエネルギー需要データを用いる．各対象

期間における，稼働日と休日それぞれの 1 時間ごとの電力 

表 1 各対象期間の稼働状況と気温表  

夏期 冬期 中間期 

生産台数（台/日） 536 483 536 

生産シフト 1 シフト 1 シフト 1 シフト 

最高外気温（℃） 36.3 -2.2 12.48 

平均外気温（℃） 29.8 3.8 11.43 

 

需要・熱需要データである．エネルギー需要データには電

力需要として「購入電力（kWh）」「コジェネレーションシ

ステム（CGS）による自己発電（kWh）」が，熱需要として

「都市ガス（m3）」「購入蒸気（t）」「CGS 供給熱（MJ）」が

含まれる．さらに，各需要データの元となる工場設備のデ

ータも用いた．各対象期間における稼働状況と気温は表 1

に示した． 

また，算定の基礎となる稼働日数やエネルギー負荷のパタ

ーンについては，業務用カレンダー7)を参照データとして

採用した．自動車工場は一般に，週末や長期休暇に稼働を

停止するが，保全作業や空調，常時稼働設備によるベース

ロード消費が存在するため，稼働日と休日の区分を考慮し

た年間を通じた加重平均を行うことが，精度の高い CO2 排

出原単位算出には不可欠である． 

これらのデータを用いて，代表月以外の月に関しては，各

期の差分が比例すると仮定して，12 ヶ月分の稼働日・休日

のエネルギー需要データを作成した． 

本論文で用いるデータは，各対象期間における稼働日及び、

休日の特定日の実測値に基づくものである．従って，当該

日特有の気象条件や生産品目の変動等により，エネルギー

需要に特異的なバイアスが含まれている可能性がある点に

留意が必要である．結果の解釈にあたっては，これらの季

節変動や日次変動の可能性を考慮する． 

2.3 Scope 判別と CO2排出係数 

CO2 排出原単位は，エネルギー消費量に排出係数を乗じて

生産台数で割ることで算出される．この節では，エネルギ

ー需要データからそれぞれに適用する Scope と CO2排出係

数を算出する．  

工場内に設置された CGS によって自家発電された電力に

ついては，その発電行為自体に伴う CO2 排出量を直接計算

することはしない．代わりに，CGS の燃料となる都市ガス

の燃焼による排出とみなし，Scope 1 として一括計上する．

これは，CGS が電力と熱を同時に生成するため，工場内に

入った炭素の総量を把握し，かつ二重計上を防止するとい

う観点に基づくものである．したがって，計算上，自家発

電電力の排出係数はゼロとして扱う 8)． 

購入蒸気は，GJ に変換して CO2 排出係数 9)を乗ずる必要が

ある．単位変換の際は式(1)を用いた 10)．ここで𝑄𝑠𝑡𝑒𝑎𝑚は発 



 

 

表 2 電力・熱需要データの CO2 排出係数と Scope 判別 

エネルギー需要 CO2 排出係数 Scope 

購入電力（kWh） 0.431 kg-CO2/kWh 12) 2 

CGS による自家発電

（kWh） 

0 - 

都市ガス（m3） 2.21 kg-CO2/ m3 13) 1 

購入蒸気（t） 174 kg-CO2/t 2 

CGS による供給熱

（MJ） 

0 - 

CGS 流入燃料（Nm3） 2.24 kg-CO2/Nm3 1 

 

生・消費飽和蒸気量[GJ]，𝑚𝑠𝑡𝑒𝑎𝑚は発生・消費飽和蒸気量

[t]，定数は発生・消費飽和蒸気の比エンタルピーを表す． 

𝑄𝑠𝑡𝑒𝑎𝑚 = 𝑚𝑠𝑡𝑒𝑎𝑚 × 2.675                     (1) 

CGS 供給熱は，CGS から回収された排熱であり，これに対

する CO2 排出量は別途計算しない．前述の通り，投入され

たガス燃料の段階で全CO2排出量をカウントしているため，

ここで計算すると二重計上となるためである． 

電力と熱を作る CGS に供給されるガス燃料は，工場内で燃

料を燃やすため Scope 1 に分類される．単位変換のため，

式(2)で CO2 排出係数を計算する 11)．ここで，𝐸𝐶𝑂2は CO2 排

出量[kg]，𝑉は標準状態換算後の都市ガス使用量[Nm3]，𝐻は

都市ガスの単位発熱量[GJ/Nm3]，𝐶𝑓は都市ガスの排出係数 

[t-C/GJ]，
𝑀𝐶𝑂2

𝑀𝐶
は CO2 と C の分子量比を表す． 

𝐸𝐶𝑂2 = 𝑉 ∙ 𝐻 ∙ 𝐶𝑓 ∙
𝑀𝐶𝑂2

𝑀𝐶
                              (2) 

以上より，電力需要・熱需要データの Scope 判別と CO2 排

出係数を表 2 にまとめた． 

３．検証 

3.1 CO2排出原単位 

前章で定めた手法に基づき，自動車 1 台当たりの CO2 排出

原単位を算出した．算出されたデータをエネルギー源ごと

に整理し，それぞれの Scope 区分と排出寄与度を表 3 に示

す．この表は，車体製造段階（プレス，溶接，塗装，組立，

検査・出荷）の自動車工場の現場で具体的にどのようなエ

ネルギーがどれだけ消費され，それがどの程度の CO2 排出

に繋がっているかを表している． 

表 3 に関するデータを，Scope 1 と Scope 2 のカテゴリに集

約した結果を表 4 に示す．この結果より，本論文の対象と

する車体製造工程におけるCO2排出原単位は 170kg-CO2/台

であると結論付けられた． 

既存の文献や自動車メーカーの公表値 14)によれば，自動車

製造時（Scope 1，2）の自動車 1 台当たりの CO2 排出量は

一般に 400～600 kg-CO2/台 程度の範囲にあるとされる．本 

表 3 エネルギー源ごとの CO2 排出原単位 

エネルギー

需要 

1 台当たり平

均エネルギー 

CO2 排出原単

位(kg-CO2/台) 

Scope 

購入電力 126 kWh/台 54.3 2 

CGS 

ガス燃料 

28.4 Nm3/台 63.8 1 

都市ガス 18.9 m3/台 41.7 1 

購入蒸気 0.0596 t/台 10.4 2 

 

論文の算出値はこの一般的な水準と比較して低値を示して

いるが，これは評価対象とする製造工程の差異に起因する

ものであり，以下の理由から妥当な数値であると判断でき

る． 

第一に，一般的な報告値 14)には，多大な熱エネルギーを消

費するパワートレイン製造工程が含まれている点である．

本論文の評価範囲は完成車組立工程に限定しており，高負

荷なパワートレイン製造および部品製造工程は対象範囲外

としている．これらを除外した車体製造工程単体の CO2 排

出原単位として，当該数値は適正な範囲内にある． 

第二に，対象とした製造工程におけるエネルギー供給構成

の影響である．この工場においては，CGS による発電およ

び蒸気供給が行われている．塗装工程等の熱需要に対して

高効率なエネルギー供給が行われていることが，CO2 排出

原単位の低減に寄与していると考えられる． 

以上より，170 kg-CO2/台 という結果は，パワートレイン製

造を含まない車体製造工場の排出実態を表す数値として妥

当である． 

また，表 4 において，構成比率で見ると，全排出量の 62%

が Scope 1，つまり燃料の燃焼によるものである．通常，組

立や溶接工程は産業用ロボットや搬送コンベア，溶接ガン

などを多用するため，電力消費（Scope 2）が主体となる傾

向がある．しかし，本工場において Scope 1 の構成比率の

ほうが多い結果は，以下 2 つの理由から考察できる． 

第一に，塗装工程の熱需要が工場全体のエネルギー消費の

多くを占めているからだ．塗装工程では，前処理・電着，

塗装ブースの空調，乾燥炉，VOC 処理におけるプロセスで

大量の熱エネルギーが必要となる． 

第二に，本工場では CGS が導入されており，これが Scope 

1 および Scope 2 の数値に関与しているからだ．Scope 1 に

算出されるCGS燃料流入量は1台当たり28.4 Nm3であり，

これによる CO2 排出量は 63.8 kg -CO2/台 に達する．これは

Scope 1 全体の約 6 割を占めており，ボイラー等の直接燃焼

を上回る最大の排出源となっている．CGS は電力を発電し，

その排熱を製造工程に供給することで総合効率を高めるシ

ステムである．CGS の導入により，本来 Scope 2 として計

上されるべき購入電力量が抑制されている側面がある． 



 

 

表 4 Scope ごとの CO2 排出原単位 

カテゴリ CO2 排出原単位 

(kg-CO2/台) 

構成比 (%) 

Scope 1 105 62 

Scope 2 64.7 38 

合計 170 100 

 

3.2 月別の CO2排出原単位の変動 

図 1 の Scope 1 と Scope 2 を合算した月別 CO2 排出原単位

の推移を見ると以下の季節ごとの特性が見られる．まず，

冬期のピークとして 2 月には 238 kg-CO2/台 の排出を記録

している．これは年間を通して最大値である．続いて，夏

期のピークとして，冬期より低いが，7 月には 182 kg-CO2/

台 の排出を記録している．そして，中間期として 5 月には

127 kg-CO2/台 まで低下し，これが年間の最小値となって

いる．この変動幅は極めて大きく，2 月は 5 月の約 1.9 倍に

達する．つまり，どの季節に車を作るかによって，その車

1 台に紐付く CO2 排出量が倍近く異なるという事実を示し

ている． 

冬期の CO2排出原単位を押し上げている主因は，Scope 1 の

増大である．図 2 によると 2 月の Scope 1 排出量は 170 kg-

CO2/台 に達しており，これは 5 月の Scope 1 排出量である

68.0 kg-CO2/台 の約 2.5 倍である．この激増の背景は，塗装

ブースの空調負荷にあると考えられる 15)．冬期の代表日に

おける平均気温は 3.8℃である．塗装ブース内を品質保持可

能な温度に維持するためには，外気を加熱し続ける必要が

ある．さらに，冬期の乾燥した外気を加湿するために，蒸

気や温水を大量に消費する．この温度差と湿度差を埋める

ためのエネルギーが，CGS による供給熱の利用だけに収ま

らず，都市ガスの消費量を増大させている．実際，図 3 に

よると，冬期の都市ガスの日合計消費量は 17,916 m3 であ

り，夏期の 3,987 m3 と比較して約 4.5 倍に膨れ上がってい

る．さらに，2 月は生産台数が 483 台/日 と，年平均生産台

数 523 台/日 に比べて低い水準にある． 

CO2排出原単位は総 CO2排出量を生産台数で割ることで産

出されるが，2 月は寒冷による暖房需要で分子が最大化す

る一方で，生産調整等により分母が最小化している．これ

により，2 月は 238kg-CO2/台という CO2 排出原単位の悪化

を招いたのだと考えられる． 

冬期の熱需要を抑制する根本的な解決策として，塗装工場

建屋および設備への断熱施工が挙げられる．理想論として

は，すべての塗装工場に高度な断熱を適用すべきである．

冬の空調負荷の影響がこれほど大きいのであれば，冬期の

生産量を調整するか，工場の断熱性能を飛躍的に高めるか，

根本的な解決を図る必要がある．実際に，冬期におけるエ

ネルギー効率化施策は既に各社で進められている．しかし 

図 1 月別の Scope 1, 2 を合算した CO2 排出原単位 

 

図 2 月別の Scope 1 の CO2 排出原単位 

 

図 3 月別の都市ガス（CGS 含まず）購入量 

 

ながら，一般的な車体製造工場の現状として，既存設備へ

の断熱改修は，その投資額に対して回収期間が長期化する

傾向にある．断熱材の効果が最大限に発揮されるのは主に

冬期に限られるため，年間を通じた投資対効果の算出にお

いて，企業が求める短期的な回収基準を満たすことが難し

い場合が多い．そのため，技術的には有効性が明らかであ

っても，中々元金回収期間が見合わず，断熱材の大規模な

導入や改修を見送る工場も多いのが実情であると考えられ

る．この経済的な障壁も，冬期の CO2 排出原単位を高止ま

りさせている一因と言える． 
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図 4 工場稼働日における 1 時間ごとの暖房需要 

 

冬期の CO2 排出原単位増加の原因として，始業時における

暖房需要の急増も挙げられる．図 4 には工場稼働日の 1 時

間ごとの暖房需要を示した 16)．冬期においては 5:00〜7:00

の時間帯にかけて，他の季節と比べて急激なエネルギー消

費のピークが確認できる．この現象は，夜間の操業停止に

より外気温と同等レベルまで冷却された工場建屋および生

産設備を，操業可能な温度環境まで昇温させるための「暖

機運転」に多大なエネルギーが費やされていることに起因

する．特に，1 シフト生産体制の場合，設備の再加熱とい

うプロセスが毎日繰り返されることとなる．そのため，稼

働日の生産活動において始業時の立ち上げエネルギーが固

定的に発生し，これがエネルギー効率を低下させ，CO2 排

出原単位を悪化させる要因となっている．連続 2 シフトや

3 シフト操業であれば，設備が冷却される間隙が減少し立

ち上げロスは抑制されるが，1 シフトの生産体制下におい

ては，この毎朝の昇温工程が冬期の CO2 排出原単位を大幅

に押し上げる構造的な課題となっていることが示唆される． 

夏期の特徴は，図 5 に示す通り Scope 2 に分類される電力

の比率が高まることである．7 月の Scope 2 の CO2 排出原

単位は 89.0 kg-CO2/台であり，中間期である 4 月，5 月，10

月に対し約 1.5 倍である．これは冷房需要による電力消費

の増大である． 

特に注目すべき現象として，図 1 に示される 8 月の CO2 排

出原単位の挙動が挙げられる．本論文において，稼働日と

休日の日数は業務用カレンダー7)を参考にしており，8 月の

稼働日は 17 日，休日は 14 日と，お盆休みによって通常よ

りも休日が多くなっている．お盆休みなどで稼働日が少な

い月は，生産台数（分母）が減少する一方で，工場の維持

管理に必要な待機電力やベースの熱需要（分子）は一定量

発生し続けるため，月全体で見た時に CO2 排出原単位は前

後の月よりも多くなるはずである．しかし，図 1 より実際

は 8 月の CO2 排出原単位である 141 kg-CO2/台 は，7 月の

182 kg-CO2/台 や 9 月の 163 kg-CO2/台 よりも低くなって

いる．この現象は，以下のように考察できる．稼働日が少 

図 5 月別の Scope 1 と Scope 2 の CO2 排出原単位の割合 

 

ないということは，それだけ設備の立上げを行う回数が少

ないことを意味する．塗装工場の乾燥炉や大型空調設備は，

一度停止させてから再稼働し，所定の温度まで昇温させる

ために莫大なエネルギーを消費する．お盆休みのように長

期連休として休日をまとめることで，日々の立上げ回数が

減少し，結果として月間の総エネルギー消費量が抑制され

たと考えられる．つまり，8 月の CO2 排出原単位が低いの

は，生産台数による分母減少の影響よりも，立上げロスの

削減による分子減少の影響が上回った結果であり，これに

よって CO2 排出原単位が少なくなっていると推察される．

このことは，工場の CO2 削減において連続稼働による立上

げ回数の削減がいかに有効であるかを示唆している． 

 

４．結論 

本論文では，パワートレインを含まない車体製造工程を対

象に，CO2 排出原単位の分析と削減戦略の検討を行った．

一般的な車体製造工場データに基づく分析から得られた結

論は，以下の 2 点である． 

第一に，排出構造の可視化である．算出された CO2 排出原

単位は 170 kg-CO2/台 であり，その構成比率は Scope 1 が

62%を占めている．車体製造工場は電力消費主体ではなく，

実際には塗装工程における乾燥炉や空調への熱需要，およ

び CGS 燃料としてのガス消費が支配的であることが判明

した．これは，CBAM や GX-ETS への対応において，電力

の再生可能エネルギー化だけでは不十分であり，熱源の脱

炭素化こそが本質的な課題であることを示唆している． 

第二に，削減ポテンシャルの特定である．月別データの分

析により，冬期の CO2 排出原単位が中間期の約 1.9 倍に達

する季節変動が確認された．この主因は，塗装ブースの空

調負荷に加え，始業時の設備昇温に伴う暖機運転等のエネ

ルギーロスにある．一方で，稼働日が集約された 8 月のデ

ータからは，日々の立上げ回数の削減が CO2 排出原単位の

抑制に寄与することが示された．したがって，断熱改修と
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いったハード面の対策に加え，連続操業による立上げロス

削減などの生産管理手法が，即効性のある有効な削減策と

なり得る． 

本論文に残された課題は 2 点ある．第一に，車体製造工程

全体における塗装工程のエネルギー消費比率を定量的に評

価し，同工程内部のより詳細な実態分析を行うことである．

第二に，エネルギー源の脱炭素化に向け，電化や水素・合

成燃料への転換といった具体的な代替技術の導入可能性と

その効果を検証することである． 
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